
3,829,536 4,718,785
現 金 及 び 預 金 152,064 支 払 手 形 30,620
受 取 手 形 492,067 買 掛 金 1,675,511
売 掛 金 1,695,992 短 期 借 入 金 2,425,000
電 子 記 録 債 権 229,162 1年内返済予定の長期借入金 250,000
商 品 及 び 製 品 747,513 未 払 金 183,049
仕 掛 品 37 未 払 法 人 税 等 7,976
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 328,465 未 払 消 費 税 等 21,362
前 払 費 用 17,097 未 払 費 用 45,715
未 収 入 金 113,984 預 り 金 3,799
そ の 他 53,149 賞 与 引 当 金 74,869

そ の 他 881

747,642
長 期 借 入 金 390,200
退 職 給 付 引 当 金 295,485

2,991,770 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 2,819
（ 有 形 固 定 資 産 ） 2,771,205 共 済 会 長 期 預 り 金 8,885
建 物 ( 純 額 ) 441,079 長 期 預 り 保 証 金 50,253
構 築 物 ( 純 額 ) 42,910
機 械 及 び 装 置 ( 純 額 ) 523,165
車 両 運 搬 具 ( 純 額 ) 7,230
工具、器具及び備品(純額) 88,947 5,466,428

土 地 1,661,573
建 設 仮 勘 定 6,300
（ 無 形 固 定 資 産 ） 19,510 1,351,691
ソ フ ト ウ エ ア 11,945 資　　　本　　　金 870,000
そ の 他 7,565 資　本　剰　余　金 271,320
（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ） 201,055 　資 本 準 備 金 271,320

　　　投 資 有 価 証 券 28,225 利　益　剰　余　金 273,370
関 係 会 社 株 式 33,972 　その他利益剰余金 273,370
会 員 権 6,705 　　繰越利益剰余金 273,370
保 証 金 2,252 自　己　株　式 △ 62,999
敷 金 9,395
長 期 前 払 費 用 6,135
繰 延 税 金 資 産 115,748
そ の 他 1,425 3,187
貸 倒 引 当 金 △ 2,805 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 3,187

1,354,879

6,821,307 6,821,307
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表
（２０２０年３月３１日現在）

科　　　　目 金　　　額

（資　　産　　の　　部） 千円　 （負　　債　　の　　部） 千円　

科　　　　目 金　　　額

　流　動　資　産 　流　動　負　債

　固　定　負　債

 固　定　資　産

負　　債　　合　　計

（純　資　産　の　部）
　株　主　資　本

　評価・換算差額等

純　資　産　合　計

資　産　合　計 負債純資産合計



7,022,477

5,792,449
　　売　 上 　総 　利 　益 1,230,027

1,184,020
　　営　業　利　益 46,006

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,120
設 備 賃 貸 料 11,433
そ の 他 15,942 28,496

支 払 利 息 18,274
そ の 他 3,475 21,749
　　経　常　利　益 52,753

固 定 資 産 売 却 益 79 79
52,833

17,417
5,403 22,820

30,012
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

千円　 千円　

売　　　 上 　　　高

売　　上　　原　　価

損　益　計　算　書
（自　２０１９年４月１日　至　２０２０年３月３１日）

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　額

当 期 純 利 益

販売費及び一般管理費

営　業　外　収　益

営　業　外　費　用

特   別   利   益

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額



資本剰余金
その他
利益

資　本 利　益 剰余金 利益 自己 株主
準備金 準備金 繰越 剰余金 株式 資本

利益 合計 合計
剰余金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

当期首残高 870,000 271,320 65,700 177,658 243,358 △ 156 1,384,522

当期変動額

　当期純利益 30,012 30,012 30,012

　自己株式の取得 △ 62,843 △ 62,843

　準備金から剰余金への振替 △ 65,700 65,700 ― ―

　株主資本以外の項目の

　当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― △ 65,700 95,712 30,012 △ 62,843 △ 32,830

当期末残高 870,000 271,320 ― 273,370 273,370 △ 62,999 1,351,691

評価・換算差額等
その他有価証券 純資産合計

評価差額金
千円 千円

当期首残高 4,070 1,388,592

当期変動額

　当期純利益 30,012

　自己株式の取得 △ 62,843

　準備金から剰余金への振替 ―

　株主資本以外の項目の

　当期変動額（純額） △ 883 △ 883

当期変動額合計 △ 883 △ 33,713

当期末残高 3,187 1,354,879

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本等変動計算書
（自　２０１９年４月１日　至　２０２０年３月３１日）

株主資本

資本金

利益剰余金



個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

    ②その他有価証券 

   市場価格のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

   市場価格のないもの 移動平均法による原価法 

（２）デリバティブの評価基準及び評価方法 

   デリバティブ   時価法 

（３）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定） 

（４）固定資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産（リース資産を除く） 

     定額法によっております。ただし、取得価額が10万円以上20万円未満の資産について

は、３年間で均等償却する方法を採用しております。 

  ②無形固定資産（リース資産を除く） 

   定額法によっております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

  ③リース資産 

   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

  ④長期前払費用 

   均等償却によっております。 

（５）引当金の計上基準 

  ①貸 倒 引 当 金           売掛金等債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上してお

ります。 

  ②賞 与 引 当 金           従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上

しております。 

  ③退 職給 付引 当金           従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務の見込額に基づき、当期末において発生していると認めら

れる額を計上しております。なお、退職給付引当金の対象従

業員が300名未満であるため、簡便法によっており、退職給付

債務の金額は当期末自己都合要支給額としております。 

 



④役員退職慰労引当金  役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支 

給額を計上しております。 

（６）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額           7,723,133 千円 

（２）銀行借入に対する親会社からの保証 

   東ソー㈱                     2,075,200 千円 

（３）関係会社に対する金銭債権債務 

   短期金銭債権                    35,571 千円 

   短期金銭債務                    34,094 千円 

 

３．損益計算書に関する注記 

（１）関係会社との取引高 

   営業取引による取引高 

仕入高                      150,722 千円 

営業取引以外の取引高                106,416 千円 

（２）通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額 

              売上原価          △3,388 千円 

           （注）△は、低価法評価損の戻入益と評価損を相殺した結果、売

上原価に含まれるたな卸資産評価損戻入益であります。 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数 

   普通株式           22,000,000 株 

（２）当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

   普通株式           2,861,200 株 

（３）配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５．税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

退職給付引当金                  88,415 千円 

賞与引当金                                        22,402 千円 

役員退職慰労引当金                                   843 千円 

ゴルフ会員権評価損                                 1,303 千円 

有価証券評価損                              766 千円 

未払事業税                     2,241 千円 

たな卸資産                                         3,351 千円 

繰延税金資産小計                                   119,322 千円 

評価性引当額                                       △2,213 千円 

繰延税金資産合計                       117,109 千円 

 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金                △1,360 千円 

繰延税金負債合計                                   △1,360 千円 

繰延税金資産純額                                   115,748 千円 

 

６．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

    当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については

銀行借入及び親会社からの借入による方針です。デリバティブは、借入金の金利変動

リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。 

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該

リスクに関しては、当社の与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管

理を行うとともに、主な取引先の信用状況を半期ごとに把握する体制としておりま

す。 

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務

上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告さ

れております。 

営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日です。 

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原

則として５年以内）は主に設備投資に係る資金調達です。 

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、月次に

資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

2020年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表

には含まれておりません（（注２）を参照ください。）。 



（単位：千円） 

 貸借対照表計上額（※1） 時価（※1） 差額 

(1)現金及び預金 152,064 152,064 － 

(2)受取手形 492,067 492,067 － 

(3)売掛金 1,695,992 1,695,992 － 

(4)電子記録債権 229,162 229,162 － 

(5)未収入金 113,984 113,984 － 

(6)投資有価証券 

その他有価証券 
25,040 25,040 － 

資産計 2,708,312 2,708,312 － 

(7)買掛金 (1,675,511) (1,675,511) － 

(8)短期借入金 (2,425,000) (2,425,000) － 

(9)未払金 (183,049) (183,049) － 

(10)未払法人税等 (7,976) (7,976) － 

(11)長期借入金（※2） (640,200) (637,160) △3,040 

負債計 (4,931,736) (4,928,696) △3,040 

(12)デリバティブ取引 － － － 

（※１）負債に計上されているものについては、（ ）で表示しております。 

（※２）長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含めております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 (1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)売掛金、(4)電子記録債権、並びに(5)未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

 (6)投資有価証券 

   これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

 (7)買掛金、(8)短期借入金、(9)未払金、並びに(10)未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

 (11)長期借入金 

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社

の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似している

と考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金

の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方

法によっております。 

 

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額3,185千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため、｢（6）投資有価証券 その他有価証券｣には含めておりません。なお、

関係会社株式33,972千円についても同様であります。 

 

７．持分法損益等に関する注記 

（１）関連会社に対する投資の金額            33,972 千円 

（２）持分法を適用した場合の投資の金額                199,819 千円 

（３）持分法を適用した場合の投資利益の金額       13,707 千円 



８．関連当事者との取引に関する注記 

（１）親会社及び法人主要株主等 

（単位：千円） 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 東ソー㈱ 

被所有 

直接 74.3% 

間接  0.6% 

資金の借入 

債務被保証 

役員の兼任 

資金の借入 350,000 
短期借入金 － 

借入金の返済 350,000 

利息の支払 633 － － 

債務被保証 2,075,200 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

（注２）当社の金融機関よりの借入について、債務保証を受けております。なお、被債務

保証に対しての保証料は支払っておりません。 

（２）関連会社等 

（単位：千円） 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

関連会社 
ﾄｰｿｰ・ﾎﾟﾘﾋﾞﾝ・

ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 
25% 

原材料の販売

役員の兼任 
原材料の販売 102,324 未収入金 26,068 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）原材料の販売については、市場価格等を勘案し一般的取引金額と同様に決定して

おります。 

（注２）取引金額及び期末残高は消費税等が含まれておりません。 

（３）兄弟会社等 

（単位：千円） 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社の 

子会社 
大洋塩ビ㈱ なし 

原材料の購入 

役員の兼任 
原材料の購入 715,147 

未収入金 

買掛金 

46,405 

458,596 

親会社の 

子会社 東ｿｰ・ﾆｯｹﾐ㈱ なし 原材料の購入 原材料の購入 284,566 買掛金    95,954 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）原材料の購入については、大洋塩ビ㈱、東ソー・ニッケミ㈱以外からも複数の見

積りを入手し、市場の実勢価格を勘案して発注先及び価格を決定しております。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めております。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額     70 円 79 銭 

１株当たり当期純利益     1 円 49 銭 

 

 

 

 



１０．退職給付に関する注記 

（１）採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

（２）退職給付債務（簡便法）に関する事項（2020年3月31日） 

   イ．退職給付債務                295,485 千円 

   ロ．未積立退職給付債務                 295,485 千円 

   ハ．退職給付引当金                     295,485 千円 

   ＊在籍する従業員については退職給付制度全体としての自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法によっております。 

（３）退職給付費用に関する事項 

   退職給付費用                        27,960 千円 

 

１１．重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 

 


